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１．事業の位置付け
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２．事業の検証
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平成23年度
Ａ：成果があがった

の検証結果

進捗状況

①：予定どおり

遅れている理由

平成23年度の主な取組と成果
耐震補強工事が必要であることが判明した４園の耐震補強設計及び補強工事のスケジュールを検討し、平成24年度から耐
震補強設計に取り組むことになりました。

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成21年度 平成22年度 平成23年度

成果指標①

指標名 保育所耐震補強工事の進捗率 単位 ％

説明・算定式
当該年度までの指数累計÷平成28年の指数累計×100（指数は、診断・設計・工事の各段階ごとに１点ずつ
付与）（平成22年度から）
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活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動指標①

指標名 単位

説明・算定式

委託、協働

目的・目標 事業の概要
公立保育所の耐震診断、耐震補強が適切に行われることに
より、入所児童の安全が確保されています。

児童の安全を確保するため、新耐震設計基準を満たさない
公立保育園の耐震補強を実施します。

根拠法令等

対象・受益者 入所児童 事業期間 平成22年度

'05 基本目標５　　安全で、みんなが快適に暮らせるまち

'03 ③〈利便性〉　誰もが快適に利用できるよう、公共施設などの利便性を高める

'01 1 安全で快適に利用できる公共施設の充実を図る

事業評価シート　（平成23年度分） 1

事務事業名 公立保育所耐震補強事業

事業担当

事業種類

総合計画の
位置付け
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□ 市民ニーズ

□ 事業目的の達成状況 高

■ 市の関与の必要性 低

□ その他

□ 上位施策への貢献

□ 市民満足度を高める方策 高

□ 継続による成果向上の可能性 低

■ その他

■ 事業の目的、対象、内容

□ 受益者負担、補助額 高

□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中

□ その他 低

□ 業務プロセス改善による効率化の方策

■ コスト削減の可能性 高

□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中

□ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）

8,939 2,837 12,806

平成25年度の取組方針
1園の耐震補強工事を実施するとともに、計画的に補強工事を推進するために1園の補強設計を実施します。

0.00 0.00 0.00

人件費　(B) 0 2,891 2,837 2,806

67.56 －

職員　(人) 0.00 0.35 0.35 0.35

6,048 0 10,000

事業費　(A) 0 6,048 0 10,000

一般財源 0

0 0

その他　特財 0 0 0 0

起債 0 0

国庫支出金 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0

決算額 決算額 予算額

事業内容

耐震診断の実施（2園） 耐震診断結果を踏まえ
た補強計画の再検討

耐震補強設計:1園

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

課長コメント
保育所を利用する児童は次代を担う人材であり、安全性を確保する必要性が高いことから、着実に耐震補強を進めていきま
す。

フルコスト　(A+B) 0

内
訳 再任用　(人)

執行率　(%) －

0.00

財
源
内
訳

今後に向けた課題の分析
平成19年度に策定された「平塚市公共建築物耐震化計画」において、公立保育所の耐震補強は、公立幼稚園と並んで高い
優先順位となっていることから、着実に耐震補強を進めていく必要があります。

決算額

妥当性

公立保育所を利用する児童の安全を確保することを目的
に実施する事業であり、妥当性は高いと思われます。

●

○

○

効率性

入札制度の活用などにより、コストを削減できる可能性が
あります。

○

●

○

公立保育所を利用する児童の安全を確保するため、事業
主体である本市が耐震補強を進める必要があります。

●

○

有効性

耐震補強を行うことにより、施設の長寿命化が図られ、公
共施設の有効活用が進むほか、公立保育所を利用する児
童の安全が確保され、地域の保育・子育て環境が充実す
るなど、有効性は高いと思われます。

●

○
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項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

必要性




